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学 習 院 大 学 大 学 院 学 則 
昭和28年４月１日 

施行 

  

 改正 昭和30年４月１日 昭和32年４月１日  

   昭和36年４月１日 昭和40年４月１日  

   昭和42年４月１日 昭和43年４月１日  

   昭和44年４月１日 昭和47年４月１日  

   昭和48年４月１日 昭和49年４月１日  

   昭和52年４月１日 昭和53年４月１日  

   昭和54年４月１日 昭和55年４月１日  

   昭和55年５月28日 昭和55年10月29日  

   昭和56年４月１日 昭和56年11月６日  

   昭和57年４月１日 昭和57年10月29日  

   昭和58年４月１日 昭和59年４月１日  

   昭和60年４月１日 昭和60年５月27日  

   昭和60年10月31日 昭和61年４月１日  

   昭和62年４月１日 昭和63年４月１日  

   平成元年４月１日 平成元年６月１日  

   平成元年10月27日 平成２年４月１日  

   平成３年４月１日 平成３年10月30日  

   平成４年４月１日 平成４年10月30日  

   平成５年４月１日 平成５年10月29日  

   平成６年３月28日 平成６年４月１日  

   平成６年７月14日 平成７年４月１日  

   平成８年４月１日 平成９年４月１日  

   平成９年６月１日 平成10年４月１日  

   平成11年４月１日 平成12年４月１日  

   平成13年４月１日 平成14年４月１日  

   平成15年４月１日 平成16年４月１日  

   平成17年４月１日 平成18年４月１日  

   平成19年４月１日 平成20年４月１日  

   平成21年４月１日 平成22年４月１日  

   平成23年４月１日 平成24年４月１日  

   平成25年４月１日 平成26年４月１日  

   平成27年４月１日 平成28年４月１日  

  平成29年４月１日 平成30年４月１日  

 

第１章 総則 

第１条 本大学院は学部の教育の基礎の上に、高度にして専門的な学術の理論及び応用を教授研究し、

文化の進展と人類の福祉に寄与することを目的とする。 

第２条 本大学院に博士課程を置く。 

第３条 博士課程の修業年限は標準５年とし、これを前期２年の課程及び後期３年の課程に区分する。 

２ 本学則において、前項の前期２年の課程は博士前期課程といい、後期３年の課程は博士後期課程

という。 

３ 博士前期課程は、これを修士課程として取り扱うものとする。 

第２章 研究科の組織、教育研究上の目的及び学生定員 

第４条 本大学院に次の研究科を置く。 

法学研究科 



2 

 

政治学研究科 

経済学研究科 

経営学研究科 

人文科学研究科 

自然科学研究科 

第５条 本大学院各研究科の教育研究上の目的は次のとおりとする。 

一 法学研究科（博士前期課程・博士後期課程）は、法律学に関する高度な専門知識と幅広い素養

を備え、自立して研究活動を遂行する能力を有する人材及び高度な法律知識を修得し、実務で活

躍する職業人を養成することを目的とする。 

二 政治学研究科（博士前期課程）は、政策課題の発見及び政策立案などに関する高度な専門知識

と実務能力を有する人材の養成を目的とする。 

三 政治学研究科（博士後期課程）は、政治学の研究者及びその高度な専門知識を必須とする職業

分野で活躍できる人材の養成を目的とする。 

四 経済学研究科（博士前期・後期課程）は、経済学の高度な専門性を有する有為の研究者及び高

度専門職業人を養成することを目的とする。 

五 経営学研究科（博士前期・後期課程）は、経営学の研究者及びその高度な専門知識を必須とす

る職業分野で活躍できる人材の養成を目的とする。 

六 人文科学研究科（博士前期課程）は、各専攻分野における専門的な調査研究能力と方法論を身

につけさせるとともに、広い視野に立って現代の課題と向き合い学問的に対応することのできる

能力を高めることによって、高度な専門性を要する職業に必要な人材を養成することを目的とす

る。 

七 人文科学研究科（博士後期課程）は、各専攻分野において自立した専門的研究活動を独自に遂

行する能力を涵養するとともに、当該分野の研究と教育において先端的で創造的な活動をしてい

く能力と、その基礎となる広い視野を持った学識を身につけた人材を養成することを目的とする。 

八 自然科学研究科（博士前期課程）は、学部の教育の上に自然科学の高度な専門的知識を持ち、

広い視野から創造的な活動を行う能力を持つ人材を養成することを目的とする。 

九 自然科学研究科（博士後期課程）は、自然科学の高度で深い専門的な知識を持ち、自立して研

究活動又は開発活動のできる創造性豊かな人材を養成することを目的とする。 

第６条 本大学院各研究科に次の専攻を置く。 

博士課程 

  

 研究科 専攻  

 法学研究科 法律学専攻  

 政治学研究科 政治学専攻  

 経済学研究科 経済学専攻  

 経営学研究科 経営学専攻  

   哲学専攻  

   美術史学専攻  

   史学専攻  

   日本語日本文学専攻  

 人文科学研究科 英語英米文学専攻  

   ドイツ語ドイツ文学専攻  

   フランス文学専攻  

   心理学専攻  

   臨床心理学専攻 

教育学専攻 

 

   アーカイブズ学専攻  

   身体表象文化学専攻  

   物理学専攻  



3 

 

 
自然科学研究科 

化学専攻  

 数学専攻  

   生命科学専攻  

第７条 本大学院各研究科の定員は、次のとおりとする。 

博士課程 

  

 
研究科 専攻 

前期課程 後期課程  

 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員  

 法学研究科 法律学専攻 10 20 ３ ９  

 政治学研究科 政治学専攻 15 30 ５ 15  

 経済学研究科 経済学専攻 10 20 ３ ９  

 経営学研究科 経営学専攻 10 20 ３ ９  

   哲学専攻 10 20 ３ ９  

   美術史学専攻 10 20 ３ ９  

   史学専攻 15 30 ３ ９  

   日本語日本文学専攻 20 40 ３ ９  

 人文科学研究科 英語英米文学専攻 10 20 ３ ９  

   ドイツ語ドイツ文学専攻 ５ 10 ２ ６  

   フランス文学専攻 ５ 10 ２ ６  

   心理学専攻 ６ 12 ２ ６  

   臨床心理学専攻 12 24 ３ ９  

   教育学専攻 20 40 ５ 15  

   アーカイブズ学専攻 15 30 ３ ９  

   身体表象文化学専攻 10 20 ３ ９  

   物理学専攻 15 30 ３ ９  

 
自然科学研究科 

化学専攻 15 30 ３ ９  

 数学専攻 ６ 12 ３ ９  

   生命科学専攻 15 30 ３ ９  

第３章 教育課程及び履修方法 

第８条 本大学院各研究科の授業科目は、別表１のとおりとする。 

２ 各研究科専攻別の履修方法は、それぞれの研究科において別に定める。 

第９条 博士前期課程の学生は、２年以上在学して正規の授業を受け、所定の授業科目について、30

単位以上を修得し、さらに修士の学位論文を提出し、かつ最終試験を受けなければならない。ただ

し、政治学研究科、経済学研究科及び経営学研究科においては、当該研究科の目的に応じて適当と

認められるときは、特定の課題についての研究の成果の提出をもって修士の学位論文の提出に代え

ることができる。 

２ 博士後期課程の学生は、３年以上在学して正規の授業を受け、所定の授業科目について、法学研

究科・政治学研究科・経済学研究科・経営学研究科にあっては８単位以上を、人文科学研究科・自

然科学研究科にあっては20単位以上を修得し、さらに博士の学位論文を提出し、かつ最終試験を受

けなければならない。 

３ 在学年数は、博士前期課程においては４年、博士後期課程においては６年を超えることができな

い。 

４ 博士前期課程を修了して博士後期課程に進学する場合には入学検定に合格しなければならない。 

５ 第１項及び第２項の最終試験は、学位論文又は特定の課題についての研究の成果を中心とし、こ

れに関連ある科目について行うものとする。 

第10条 各研究科において教育研究上有益と認めたときには、他の大学院とあらかじめ協議の上、他

の大学院の授業科目を履修させることができる。 

２ 各研究科において教育研究上有益と認めたときには、他の大学院又は研究機関とあらかじめ協議

の上、他の大学院又は研究機関において研究指導を受けさせることができる。 
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３ 前２項に基づいて修得した単位について、博士前期課程又は後期課程の修了のために修得すべき

科目の単位数として算入することができる。 

４ 各研究科において教育研究上有益と認めたときには、学生が当該研究科に入学する前に本大学院

又は他の大学院において既に修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む。）について、

博士前期課程又は後期課程の修了のために修得すべき科目の単位数として算入することができる。 

５ 前２項により算入することのできる単位数の上限は、他の大学院において修得した単位について

は、博士前期課程及び博士後期課程を通じて合計10単位を限度とする。 

６ 各研究科において教育研究上有益と認めたときには、学生が当該研究科に入学する前に本大学院

の委託生、研究生又は協定留学生として在籍していたときに履修し、合格した授業科目について、

単位を修得したものとみなし、その単位を博士前期課程又は後期課程の修了のために修得すべき科

目の単位数として算入することができる。 

７ 前各項のために必要な事項は、各研究科において別に定める。 

第11条 学生は、その年度に履修しようとする授業科目を、所定の期間内に届け出て、承認を得なけ

ればならない。 

２ 授業科目の選択、論文の作成、研究一般については、指導教授の指導に従わなければならない。 

３ 各研究科専攻別の履修方法の詳細は、別表１のとおりとする。 

第12条 教育職員免許状を取得しようとする者は、各研究科の授業科目より教育職員免許法及び同法

施行規則に定める所要の単位を修得しなければならない。 

２ 本大学院において取得できる教育職員免許状の種類及び免許教科は、次のとおりとする。 

  

 免許状の種類 

研究科・専攻 
中学校教諭専修免許状 高等学校教諭専修免許状 

 

  

 政治学研究科 政治学専攻 社会 公民  

 経済学研究科 経済学専攻 社会 公民  

 経営学研究科 経営学専攻 社会 公民  

   哲学専攻 社会 公民  

   史学専攻 社会 地理歴史  

 
人文科学研究科 

日本語日本文学専攻 国語 国語  

 英語英米文学専攻 外国語（英語） 外国語（英語）  

   ドイツ語ドイツ文学

専攻 

外国語（ドイツ語） 外国語（ドイツ語）  

   フランス文学専攻 外国語（フランス語） 外国語（フランス語）  

   物理学専攻 理科 理科  

 
自然科学研究科 

化学専攻 理科 理科  

 数学専攻 数学 数学  

   生命科学専攻 理科 理科  

 

 研究科・専攻 免許状の種類  

 人文科学研究科 教育学専攻 小学校教諭専修免許状  

 

第４章 試験及び教育課程修了の認定 

第13条 授業科目修了の認定は、試験による。 

２ 前項の試験の成績は、100点を満点とし、60点以上をもって合格とする。 

 成績の表示は 

    100点～90点 秀（Ｓ）、 89点～80点 優（Ａ）、 

    79点～70点 良（Ｂ）、 69点～60点 可（Ｃ）、 

    59点～０点 不可（Ｆ） 

 とする。 

第14条 博士前期課程を修了するためには、第９条第１項により、２年以上在学して所定の単位を修
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得し、かつ必要な研究指導を受けた上、修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び

最終試験に合格しなければならない。ただし、修業年限に関しては、経済学研究科、経営学研究科、

人文科学研究科及び自然科学研究科においては、当該研究科委員会が優れた研究業績をあげたと認

める学生に関しては、１年まで短縮することができる。 

第15条 博士課程を修了するためには、第９条第１項及び第２項により、５年以上在学して所定の単

位を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格しなければなら

ない。ただし、修業年限に関しては、経済学研究科、人文科学研究科及び自然科学研究科において

は、当該研究科委員会が優れた研究業績をあげたと認める学生に関しては、３年まで短縮すること

ができる。 

２ 経済学研究科に限り、博士後期課程より入学し、当該研究科委員会が優れた研究業績をあげたと認め

る学生に関しては、修業年限を２年まで短縮することができる。 

第16条 教育課程修了の認定は、各研究科委員会がこれを行う。 

２ 学位論文及び特定の課題についての研究の成果の審査並びに最終試験の成績評価は、別に定める

審査委員会の審査に基づいて研究科委員会が行う。 

３ 修士論文及び特定の課題についての研究の成果の成績は、第13条第２項の規定を準用する。 

４ 博士論文の成績は、合格・不合格とに分ける。 

５ 最終試験の成績は、合格・不合格とに分ける。 

第５章 学位 

第17条 本大学院において授与する学位は、次のとおりとする。 

  

 (１)博士前期課程 法学研究科 法律学専攻 修士（法学）  

  政治学研究科 政治学専攻 修士（政治学）  

   経済学研究科 経済学専攻 修士（経済学）  

   経営学研究科 経営学専攻 修士（経営学）  

   人文科学研究科 哲学専攻 修士（哲学）  

     美術史学専攻 修士（美術史学）  

     史学専攻 修士（史学）  

     日本語日本文学専攻 修士（日本語日本文

学） 

 

     英語英米文学専攻 修士（英語英米文学）  

     ドイツ語ドイツ文学専

攻 

修士（ドイツ語ドイツ

文学） 

 

     フランス文学専攻 修士（フランス文学）  

     心理学専攻 修士（心理学）  

     臨床心理学専攻 修士（臨床心理学）  

     教育学専攻 修士（教育学）  

     アーカイブズ学専攻 修士（アーカイブズ

学） 

 

     身体表象文化学専攻 修士（表象文化学）  

   自然科学研究科 物理学専攻 修士（理学）  

     化学専攻 修士（理学）  

     数学専攻 修士（理学）  

     生命科学専攻 修士（理学）  

 (２)博士後期課程 法学研究科 法律学専攻 博士（法学）  

   政治学研究科 政治学専攻 博士（政治学）  

   経済学研究科 経済学専攻 博士（経済学）  

   経営学研究科 経営学専攻 博士（経営学）  

   人文科学研究科 哲学専攻 博士（哲学）  

     美術史学専攻 博士（美術史学）  

     史学専攻 博士（史学）  
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     日本語日本文学専攻 博士（日本語日本文

学） 

 

     英語英米文学専攻 博士（英語英米文学）  

     ドイツ語ドイツ文学専

攻 

博士（ドイツ語ドイツ

文学） 

 

     フランス文学専攻 博士（フランス文学）  

     心理学専攻 博士（心理学）  

     臨床心理学専攻 博士（臨床心理学）  

     教育学専攻 博士（教育学）  

     アーカイブズ学専攻 博士（アーカイブズ

学） 

 

     身体表象文化学専攻 博士（表象文化学）  

   自然科学研究科 物理学専攻 博士（理学）  

     化学専攻 博士（理学）  

     数学専攻 博士（理学）  

     生命科学専攻 博士（理学）  

第18条 本大学院の博士前期課程及び博士後期課程においてそれぞれ第９条所定の単位を修得し、学

位論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び最終試験に合格した者にはそれぞれの学位

を授与する。 

第19条 本大学院の博士課程を経ないで論文を提出して博士の学位を請求した者については、論文の

審査及び試験に合格し、かつ専攻学術に関し本学の博士課程を経た者と同様に広い学識と研究指導

能力を有することが確認された場合には博士の学位を授与することができる。 

第20条 本学則に定めるもののほか、本大学院における学位の授与に関して必要な事項は別に定める

ところによる。 

第６章 入学、専攻の変更、休学、退学及び留学 

第21条 本大学院の博士前期課程は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、入学検定に合格した者に

ついて入学を許可する。 

一 学校教育法第83条に定める大学を卒業した者 

二 大学改革支援・学位授与機構により学士の学位を授与された者 

三 外国において、学校教育における16年の課程を修了した者 

四 文部科学大臣の指定した者（昭和28年文部省告示第５号） 

五 大学に３年以上在学した者、又は外国において学校教育における15年の課程を修了した者であ

って、所定の単位を優秀な成績で修得したと本大学院において認めた者 

六 外国の大学その他の外国の学校において、修業年限が３年以上である課程を修了することにより、

学士の学位に相当する学位を授与されたと本大学院において認めた者 

七 その他本大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力が

あると認めた者で、22歳に達したもの 

第22条 本大学院の博士後期課程は、次の各号のいずれかに該当し、かつ入学検定に合格した者につ

いて入学を許可する。 

一 修士の学位又は専門職学位を有する者 

二 外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

三 文部科学大臣の指定した者（平成元年文部省告示第118号） 

四 その他、本大学院において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する

者と同等以上の学力があると認めた者で、24歳に達したもの 

第23条 入学の時期は学年又は学期の始めとする。 

第24条 入学は、検定によってこれを決定する。入学検定の方法は、別に定めるところによる。 

第25条 本大学院を退学した者が、再入学を志願する場合は、選考の上退学時に在籍していた研究科

に限り、これを許可することがある。 

２ 前項により入学を許可された者に対しては、既修の授業科目の全部又は一部を再び履修させるこ

とがある。 
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３ 本条による再入学については、第33条及び第34条の規定を準用する。 

第26条 入学後１年以上を経た者が、研究科内における専攻の変更を希望したときは、学年の始めに

限り、選考の上これを許可することがある。 

第27条 病気その他やむを得ない理由により３カ月以上欠席しようとする者は、学長の許可を得て休

学することができる。病気による場合には、医師の診断書を提出しなければならない。 

２ 休学期間は、１年以内とする。ただし、特別の理由により引き続き休学を要する者は、学長の許

可を得て、博士前期課程では更に１年間、博士後期課程では更に２年間を限度に休学することがで

きる。 

３ 休学期間は、通算して博士前期課程で２年、博士後期課程で３年を超えることができない。 

第28条 休学期間は、在学年数に算入しない。 

第29条 願出期日より３カ月以内に休学理由が消滅した場合には、届出により遡って休学許可を取り

消す。 

第30条 休学の許可を得た者については、休学期間中の本大学院における授業料、施設設備費及び研

究実験費を減免する。 

第31条 病気その他の理由で退学しようとする者は、理由を付し、保証人が連署して学長に願い出な

ければならない。病気による場合は、医師の診断書を添えなければならない。 

第32条 外国の大学院への留学を希望する者は、学長の許可を得て留学することができる。 

２ 留学期間は、原則として１年間とする。ただし、特別の理由がある場合には、学長の許可を得て、

博士前期課程では更に１年間、博士後期課程では更に２年間を限度に留学期間の延長を認めること

ができる。 

３ 留学期間は、通算して博士前期課程で２年、博士後期課程で３年を超えることができない。 

４ 留学の許可を得た者については、その留学期間を在学年数に算入する。 

５ 留学の許可を得た者が、留学した大学院において修得した単位については、研究科委員会の議を

経て、第10条第１項から第５項までに基づいて修得した単位と合わせ、博士前期課程と博士後期課

程を通じて合計10単位を限度として本大学院において修得したものとして認定することができる。 

６ 留学の許可を得た者については、留学期間中の本大学院における授業料、施設設備費及び研究実

験費を減免する。 

７ 外国の大学院との交流協定に基づく留学者で、その協定によって留学先大学院の納付金が免除さ

れるときは、前項にかかわらず納付金を納付しなければならない。 

８ 留学についての細目は、別に定めるところによる。 

第７章 入学検定料、入学金、授業料その他 

第33条 本大学院に入学を出願する者は、別表２の入学検定料を納付しなければならない。 

２ 既納の入学検定料は返付しない。 

第34条 本大学院に入学を許可された者は、別表２の入学金並びに別表３の授業料及び施設設備費、

その他の納付金を納め、誓約書・保証書及び住民票記載事項証明書を提出しなければならない。 

第35条 学生は、別表３の授業料及び施設設備費を納付しなければならない。 

２ 人文科学研究科心理学専攻、臨床心理学専攻、教育学専攻及び自然科学研究科の学生は、前項に

定めるもののほか、別表３の研究実験費を納付しなければならない。 

３ 学生は、前２項のほか、履修科目に応じ、別に定めるところにより履修費及び実習費を納付しな

ければならない。 

第36条 委託生及び研究生の納付すべき授業料及び研究実験費は、別表４による。 

第37条 科目等履修生として願い出る場合の選考料は、別表５による。 

２ 科目等履修生の納付すべき登録料及び履修料は、別表５による。 

第38条 協定留学生の納付すべき授業料その他の納付金は、正規の学生が納付すべき金額と同額とす

る。 

第39条 交流学生の納付すべき履修料は、別表５による。 

第40条 第33条から前条までの規定にかかわらず、別に定めるところにより入学検定料及び入学金、

授業料その他の納付金を減免することができる。 

第41条 学生は、在学中に授業料その他の納付金に変更があった場合には、新たに定められた金額を

納付するものとする。 
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第42条 既納の授業料その他の納付金は返付しない。ただし、年額の授業料を納付している者が第１

学期に退学する場合、所定の手続きにより、第２期分の授業料を返付することがある。 

第８章 教員組織及び運営組織 

第43条 本大学院における授業及び指導は、本大学の教授、准教授又は特別任用教授がこれを担当す

る。ただし、特別の事情がある場合には、特別客員教授、講師又は助教に担当させることがある。 

第44条 本大学院の各研究科に研究科委員会を置き、当該研究科所属の教授、准教授、特別任用教授

及び講師をもってこれを組織する。 

２ 研究科委員会に委員長を置き、別に定めるところに従って当該研究科所属の教授から選出する。 

第45条 研究科委員会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり審議し、意見を述べるもの

とする。 

一 学生の入学及び課程の修了 

二 学位の授与 

三 前２号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、研究科委員会の意見を聴くこと

が必要なものとして学長が定めるもの。 

２ 研究科委員会は、前項に規定するもののほか、学長及び研究科委員長がつかさどる教育研究に関

する事項について審議し、また、学長及び研究科委員長の求めに応じ、意見を述べることができる。 

第46条 各研究科に関連する共通事項を審議するために大学院委員会を置き、別に定めるところに従

ってこれを組織する。 

２ 大学院委員会は、学長が招集してその議長となる。 

第47条 大学院委員会は、次の事項を審議する。 

一 研究及び授業に関する事項 

二 学位（博士）の授与に関する事項 

三 大学院の学則及び諸規程の変更に関する事項 

四 その他大学院に関する重要事項 

第48条 大学院に関する事務は、本大学事務組織が担当する。 

第９章 研究指導施設・研究施設 

第49条 本大学院に、研究室、演習室及び実験、実習室を置く。本大学の学部及びその他の施設は必

要に応じ、大学院学生の研究及び指導に充てる。 

２ 本大学院人文科学研究科に心理相談室を置く。 

３ 本大学院自然科学研究科に基礎物性研究センターを置く。 

第10章 科目等履修生、委託生、研究生、協定留学生、交流学生、外国人学生 

第50条 本大学院の授業科目の１科目又は数科目の履修を願い出た者に対しては、選考の上科目等履

修生として入学を許可することがある。 

２ 科目等履修生の期間は、半年又は１年とする。 

第51条 本大学院は、官公庁、外国政府、その他の機関又は団体の委託に基づき入学を希望する者に

対して、選考の上委託生としてこれを許可することがある。 

２ 委託生の在学期間は、半年又は１年とする。 

第52条 第22条に定める各号のいずれかに該当する者が、本大学院研究科の教員指導の下に特定の研

究を願い出たときは、選考の上研究生として入学を許可することがある。 

２ 研究生の在学期間は、半年又は１年とする。 

第53条 協定留学生とは、第21条又は第22条に定める入学検定によらないで、本大学と外国の大学と

の交流協定に基づき入学を許可された者をいう。 

２ 協定留学生の期間は、原則として１年とする。 

第54条 交流学生とは、本大学と他大学との交流協定に基づき本大学院研究科の特定の授業科目を履

修することを許可された者をいう。 

第55条 科目等履修生、委託生、研究生、協定留学生及び交流学生は、第７条に定める入学定員及び

収容定員に算入しない。 

第56条 科目等履修生及び交流学生は、その履修した科目について受験することができる。これにつ

いて研究科委員会の議を経ることを要しない。 

２ 前項により試験に合格した者に対しては、本大学院所定の単位を与える。 
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また、科目等履修生が成績証明書を請求したときは、これを交付する。 

第57条 委託生、研究生及び協定留学生が、その履修した授業科目について受験を希望した場合には、

研究科委員会の議を経てこれを許可することがある。 

２ 前項により受験を希望した者が成績証明書を請求したときは、これを交付する。 

第58条 科目等履修生、委託生、研究生、協定留学生及び交流学生についての細目は、別に定めると

ころによる。 

第59条 科目等履修生、委託生、研究生、協定留学生及び交流学生は、正規の学生と同じく一般規則

を遵守しなければならない。 

第60条 本大学院入学資格と同等以上の学力を有し、かつ外国公館の証明ある外国人学生は選考の上

入学を許可することがある。 

第11章 学年、学期及び休業日 

第61条 本大学院の学年は、４月１日に始まり翌年の３月31日に終わる。 

２ 学年を分けて２学期とし、第１学期・第２学期と称する。 

３ 前項の学期の期間については、別に定める。 

第62条 授業を行わない日は、次のとおりとする。 

一 日曜日 

二 国民の祝日に関する法律による祝日と休日 

三 開学記念日 ５月15日 

四 開院記念日 10月17日 

五 春季休業 ２月上旬から３月下旬まで 

六 夏季休業 ８月上旬から９月中旬まで 

七 冬季休業 12月下旬から翌年１月上旬まで 

第63条 学長は、必要がある場合には、前条の規定にかかわらず、臨時に授業を行う日又は授業を行

わない日を定めることができる。 

第12章 厚生保健施設その他 

第64条 学生は、別に定める規定にしたがって次の施設を利用することができる。 

一 学寮 

二 集会施設 

輔仁会館 

三 生活相談施設 

学生相談室 

四 保健施設 

保健センター 

五 運動施設 

六 課外活動施設 

黎明会館 

富士見会館 

七 山岳施設 

光徳小屋（奥日光） 

妙高高原寮（池の平） 

八 臨海施設 

沼津游泳場（沼津） 

九 校外教育施設 

西田幾多郎博士記念館（学習院寸心荘）（鎌倉） 

第13章 奨学制度 

第65条 本大学院は、成績優秀で品行方正な学生又は経済的に修学困難の事情が生じた学生に対する

奨学制度を設ける。奨学制度に関する規程は別に定める。 

第14章 賞罰及び除籍 

第66条 学長は、特に推奨すべき行為のあった学生を表彰することができる。 

第67条 学生が、本大学院の規則若しくは命令に背き又は学生の本分に反する行為を行った場合には、
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当該研究科委員会の議を経て、学長が懲戒を加える。 

２ 懲戒は、訓告、停学及び退学とする。 

３ 前項の退学は、次の各号のいずれかに該当する者に対して行う。 

一 性行不良で改善の見込がないと認められる者 

二 学力劣等で成業の見込がないと認められる者 

三 大学院の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

第68条 次の各号のいずれかに該当する者は、除籍する。 

一 第９条第３項で定められた在学年数を超える者 

二 授業料その他の納付金の納入を怠り、督促を受けても納付しない者 

２ 前項第二号によって除籍になった者が、当該年度中に未納金を納付した場合には、除籍を解除す

ることがある。 

第15章 改正 

第69条 この学則の改正は、各研究科委員会及び大学院委員会の議を経て、大学協議会の承認を得な

ければならない。 

附 則 

昭和28年４月１日から施行する。 

附 則 

昭和30年４月１日から施行する。 

附 則 

昭和32年４月１日から施行する。 

附 則 

昭和36年４月１日から施行する。 

附 則 

昭和40年４月１日から施行する。 

附 則 

昭和42年４月１日から施行する。 

附 則 

昭和43年４月１日から施行する。 

附 則 

昭和44年４月１日から施行する。 

附 則 

昭和47年４月１日から施行する。 

附 則 

昭和48年４月１日から施行する。 

附 則 

昭和49年４月１日から施行する。 

附 則 

昭和52年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和53年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和54年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和55年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和55年５月28日から施行し、昭和55年４月１日から適用する。 

附 則 

この学則は、昭和55年10月29日から施行し、昭和56年４月１日から適用する。 

附 則 

この学則は、昭和56年４月１日から施行する。 
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附 則 

この学則は、昭和56年11月６日から施行し、昭和57年４月１日から適用する。 

附 則 

この学則は、昭和57年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和57年10月29日から施行し、昭和58年４月１日から適用する。 

附 則 

この学則は、昭和58年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和59年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和60年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和60年５月27日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和60年10月31日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和61年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和62年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和63年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成元年６月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成元年10月27日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成３年４月１日から施行する。ただし、平成３年３月31日に国文学専攻に在籍する

ものについては、当該専攻に在籍しなくなるまでの間従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、平成３年10月30日から施行する。 

２ 第22条の２、第22条の３、別表３、別表４および別表５については、平成４年４月１日から適用

する。 

３ 第13条の規定にかかわらず、平成２年４月１日以前の人文科学研究科国文学専攻の入学者の学位

は、次のとおりとする。 

修士（国文学） 

博士（国文学） 

附 則 

この学則は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成４年10月30日から施行し、平成５年４月１日から適用する。 

附 則 

この学則は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成５年10月29日から施行し、平成６年４月１日から適用する。 

附 則 
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この学則は、平成６年３月28日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成６年７月14日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成８年４月１日から施行する。ただし、別表１の「一 法学研究科」については、

平成５年４月１日以降に在籍する者に溯及適用する。 

附 則 

この学則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成９年６月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成10年４月１日から施行する。 

２ 平成10年度入学者の納付金については、施行日前に納付する場合にも別表３を適用する。 

附 則 

１ この学則は、平成11年４月１日から施行する。 

２ 平成11年度入学者の納付金については、施行日前に納付する場合にも別表３を適用する。 

附 則 

１ この学則は、平成12年４月１日から施行する。 

２ 平成12年度入学者の納付金については、施行日前に納付する場合にも別表３又は別表４を適用す

る。 

３ 改正後の第10条の２の規定は、平成12年度以後の入学者について適用し、平成11年度以前の入学

者については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、平成13年４月１日から施行する。 

２ 平成13年度入学者の納付金については、施行日前に納付する場合にも別表３又は別表４を適用す

る。 

附 則 

１ この学則は、平成14年４月１日から施行する。 

２ 平成14年度入学者の納付金については、施行日前に納付する場合にも別表３を適用する。 

附 則 

この学則は、平成15年４月１日から施行し、平成15年度入学者の納付金について、施行日前に納付

する場合にも別表３を適用する。 

附 則 

１ この学則は、平成16年４月１日から施行する。 

２ 平成16年度入学者の納付金については、施行日前に納付する場合にも別表３を適用する。 

附 則 

この学則は、平成17年４月１日から施行し、平成17年度入学者の納付金について、施行日前に納付

する場合にも別表３を適用する。 

附 則 

この学則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成19年４月１日から施行する。 

２ 平成19年度入学者の納付金については、施行日前に納付する場合にも別表３又は別表４を適用す

る。 

附 則 

１ この学則は、平成20年４月１日から施行する。 
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２ 第19条の規定は、平成19年度人文科学研究科入学者についても適用する。 

３ 平成20年度入学者の納付金については、施行日前に納付する場合にも別表３を適用する。 

附 則 

１ この学則は、平成21年４月１日から施行し、平成21年度以降の入学者の納付金について、施行日

前に納付する場合にも別表３又は別表４を適用する。 

２ 平成21年３月31日以前の入学者の納付金については、なお従前の例による。 

３ 第13条の規定にかかわらず、平成20年４月１日以前の人文科学研究科イギリス文学専攻の入学者

の学位は、次のとおりとする。 

修士（イギリス文学） 

博士（イギリス文学） 

附 則 

１ この学則は、平成22年４月１日から施行する。 

２ 第13条の規定にかかわらず、平成21年４月１日以前の人文科学研究科ドイツ文学専攻の入学者の

学位は、次のとおりとする。 

修士（ドイツ文学） 

博士（ドイツ文学） 

附 則 

この学則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成25年４月１日から施行する。 

２ 平成25年度入学者の納付金については、施行日前に納付する場合にも別表３を適用する。 

３ 平成25年３月31日以前の入学者の納付金のうち別表３については、維持費を施設設備費に改める

ほかは、なお従前の例による。 

附 則 

この学則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成 27年４月１日から施行する。 

２ 平成27年度入学者の納付金については、施行日前に納付する場合にも別表３又は別表４を適用する。 

附 則 

１ この学則は、平成28年４月１日から施行する。 

２ 第13条第２項及び第16条第３項の規定にかかわらず、平成27年度以前履修規定適用者が平成28年

度以降に修得した成績の表示は、次のとおりとする。ただし、平成27年度以前に修得した成績は、

なお従前の例による。 

    100点～80点 優（Ａ）、 79点～70点 良（Ｂ）、 

    69点～60点 可（Ｃ）、 59点～０点 不可（Ｆ） 

３ 平成28年度入学者の納付金については、施行日前に納付する場合にも別表３を適用する。 

附 則 

 この学則は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則 

 この学則は、平成30年４月１日から施行する。 

別表１ 

一 法学研究科 

 

 専

攻 

博士前期課程 博士後期課程 
備考 

 授業科目 単位 授業科目 単位 

   法学基礎研究 ２ 憲法特別研究 ４  

   憲法特殊研究Ⅰ ２または４ 憲法演習 ４  

   憲法演習Ⅰ ２または４ 国際法特別研究  ４  
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   憲法特殊研究Ⅱ ２または４ 国際法演習 ４  

   憲法演習Ⅱ ２または４ 行政法特別研究 ４  

   国際法特殊研究 ２または４ 行政法演習 ４  

 法

律

学

専

攻 

国際法演習 ２または４ 民法特別研究 ４  

 行政法特殊研究Ⅰ ２または４ 民法演習 ４  

 行政法演習Ⅰ ２または４ 商法特別研究 ４  

 行政法特殊研究Ⅱ ２または４ 商法演習 ４  

行政法演習Ⅱ ２または４ 刑法特別研究 ４  

   民法特殊研究Ⅰ ２または４ 刑法演習 ４  

   民法演習Ⅰ ２または４ 刑事訴訟法特別研究 ４  

   民法特殊研究Ⅱ ２または４ 民事訴訟法特別研究 ４  

  民法演習Ⅱ ２または４ 民事訴訟法演習 ４  

   民法特殊研究Ⅲ ２または４ 労働法特別研究 ４  

 民法演習Ⅲ ２または４ 労働法演習 ４  

   民法特殊研究Ⅳ ２または４ 経済法特別研究 ４  

   民法演習Ⅳ ２または４ 経済法演習 ４  

   商法特殊研究Ⅰ ２または４ 知的財産法特別研究 ４  

   商法演習Ⅰ ２または４ 知的財産法演習 ４  

   商法特殊研究Ⅱ ２または４ 刑事学特別研究 ４  

   商法演習Ⅱ ２または４ 刑事学演習 ４  

  刑法特殊研究Ⅰ ２または４ 租税法特別研究 ４  

   刑法演習Ⅰ ２または４ 租税法演習 ４  

   刑法特殊研究Ⅱ ２または４ 環境法特別研究 ４  

   刑法演習Ⅱ ２または４ 環境法演習 ４  

   刑事訴訟法特殊研究 ２または４ 西洋法制史特別研究 ４  

   刑事訴訟法演習 ２または４ 西洋法制史演習 ４  

   民事訴訟法特殊研究Ⅰ ２または４ 国際私法特別研究 ４  

   民事訴訟法演習Ⅰ ２または４ 国際私法演習 ４  

   民事訴訟法特殊研究Ⅱ ２または４ 英米法特別研究 ４  

   民事訴訟法演習Ⅱ ２または４ 英米法演習 ４  

   国際私法特殊研究 ２または４ ドイツ法特別研究 ４  

   国際私法演習 ２または４ フランス法特別研究 ４  

  労働法特殊研究 ２または４ フランス法演習 ４  

   労働法演習 ２または４ 比較信託法特別研究１ ２または４  

   知的財産法特殊研究 ２または４ 比較信託法特別研究２ ２または４  

   知的財産法演習 ２または４ 法学研究科特殊研究 ２または４  

  経済法特殊研究 ２または４ 法哲学特別研究 ４  

   経済法演習 ２または４ 法哲学演習 ４  

  租税法特殊研究 ２または４    

   租税法演習 ２または４    

   法哲学特殊研究 ２または４    

   法哲学演習 ２または４    

  英米法特殊研究 ２または４    

   英米法演習 ２または４    

   ドイツ法特殊研究 ２または４    

   ドイツ法演習 ２または４    

  研究指導 ２    

  法学研究科特殊研究Ⅰ ２または４    

  法学研究科特殊研究Ⅱ ２または４    

  法学研究科特殊研究Ⅲ ２または４    

  法学研究科特殊研究Ⅳ ２または４    

  法学研究科特殊研究Ⅴ ２または４    
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二 政治学研究科 

  

 専

攻 

博士前期課程 博士後期課程 
備考 

 

 授業科目 単位 授業科目 単位  

   共同基礎演習Ⅰ ２ 政治学特殊研究 ２または４    

   共同基礎演習Ⅱ ２ 政治学演習 ２または４    

   基礎文献講読Ⅰ ２ 社会学特殊研究 ２または４    

   基礎文献講読Ⅱ ２ 社会学演習 ２または４    

   基礎文献講読Ⅲ ２ 比較政治特殊研究 ２または４    

  英語研究論文執筆演習 ２     

  英語研究プレゼンテーシ

ョン演習 

２ 

 

    

   行政とガバナンス ２ 比較政治演習 ２または４    

   日本の統治構造 ２ 行政学特殊研究 ２または４    

   政治分析方法論 ２ 行政学演習 ２または４    

 政

治

学

専

攻 

日本政治研究 ２ 公共哲学特殊研究 ２または４    

 歴史政策論 ２ 公共哲学演習 ２または４    

 公共政策論 ２ 公共政策論特殊研究 ２または４    

 現代国際政治 ２ 公共政策論演習 ２または４    

 国際政治経済論 ２ 国際政治特殊研究 ２または４    

 国際開発協力論 ２ 国際政治演習 ２または４    

   現代アメリカ政治 ２ 社会心理学特殊研究 ２または４    

   現代東アジア政治 ２ 社会心理学演習 ２または４    

   現代中国政治 ２ 国際政治史特殊研究 ２または４    

   現代ヨーロッパ政治 ２ 国際政治史演習 ２または４    

   公共思想史 ２ 西洋政治思想史特殊研

究 

２または４    

   公共哲学研究 ２ 西洋政治思想史演習 ２または４    

   日本政治思想研究 ２ 日本政治外交史特殊研

究 

２または４    

   公共秩序の数理モデル ２ 日本政治外交史演習 ２または４    

   社会情報学 ２ ヨーロッパ政治史特殊

研究 

２または４    

   政治行動論 ２ ヨーロッパ政治史演習 ２または４    

   政治学研究科特殊研究 ２ 日本政治過程論特殊研

究 

２または４    

   政治学研究科演習 ２ 日本政治過程論演習 ２または４    

   統計分析Ⅰ ２ 日本政治思想史特殊研

究 

２または４    

   統計分析Ⅱ ２ 日本政治思想史演習 ２または４    

   政策課題研究 ２ アメリカ政治特殊研究 ２または４    

   政策評価演習 ２ アメリカ政治演習 ２または４    

   実務研修 ２ 東アジア政治特殊研究 ２または４    

   政策実務演習 ２ 東アジア政治演習 ２または４    

   研究指導Ⅰ ２ 中国政治特殊研究 ２または４    

   研究指導Ⅱ ２ 中国政治演習 ２または４    

   研究指導Ⅲ ２ 国際開発協力論特殊研

究 

２または４    

   研究指導Ⅳ ２ 国際開発協力論演習 ２または４    
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   政治学基本研究 ２ 共同基礎演習 ２または４    

       共同特別演習 ２または４    

三 経済学研究科 

  

 専

攻 

博士前期課程 博士後期課程 
備考 

 

 授業科目 単位 授業科目 単位  

   経済数学特論Ⅰ ２ 経済数学特論Ⅰ ２    

   経済数学特論Ⅱ ２ 経済数学特論Ⅱ ２    

  ミクロ経済学特論Ⅰ ２ ミクロ経済学特論Ⅰ ２   

  ミクロ経済学特論Ⅱ ２ ミクロ経済学特論Ⅱ ２   

   マクロ経済学特論Ⅰ ２ マクロ経済学特論Ⅰ ２    

   マクロ経済学特論Ⅱ ２ マクロ経済学特論Ⅱ ２    

   ゲーム理論特論Ⅰ ２ ゲーム理論特論Ⅰ ２    

   ゲーム理論特論Ⅱ ２ ゲーム理論特論Ⅱ ２    

   計量経済学特論Ⅰ ２ 計量経済学特論Ⅰ ２    

   計量経済学特論Ⅱ ２ 計量経済学特論Ⅱ ２    

   国際経済学特論Ⅰ ２ 国際経済学特論Ⅰ ２    

   国際経済学特論Ⅱ ２ 国際経済学特論Ⅱ ２    

   日本経済史特論Ⅰ ２ 日本経済史特論Ⅰ ２    

   日本経済史特論Ⅱ ２ 日本経済史特論Ⅱ ２    

   経済政策特論Ⅰ ２ 経済政策特論Ⅰ ２    

   経済政策特論Ⅱ ２ 経済政策特論Ⅱ ２    

   産業組織論特論Ⅰ ２ 産業組織論特論Ⅰ ２    

   産業組織論特論Ⅱ ２ 産業組織論特論Ⅱ ２    

   日本経済論特論Ⅰ ２ 日本経済論特論Ⅰ ２    

   日本経済論特論Ⅱ ２ 日本経済論特論Ⅱ ２    

   財政学特論Ⅰ ２ 財政学特論Ⅰ ２    

   財政学特論Ⅱ ２ 財政学特論Ⅱ ２    

   統計学特論Ⅰ ２ 統計学特論Ⅰ ２    

   統計学特論Ⅱ ２ 統計学特論Ⅱ ２    

   労働経済学特論Ⅰ ２ 労働経済学特論Ⅰ ２    

   労働経済学特論Ⅱ ２ 労働経済学特論Ⅱ ２    

   社会保障論特論Ⅰ ２ 社会保障論特論Ⅰ ２    

   社会保障論特論Ⅱ ２ 社会保障論特論Ⅱ ２    

   公共経済学特論Ⅰ ２ 公共経済学特論Ⅰ ２    

   公共経済学特論Ⅱ ２ 公共経済学特論Ⅱ ２    

   現代金融論特論Ⅰ ２ 現代金融論特論Ⅰ ２    

   現代金融論特論Ⅱ ２ 現代金融論特論Ⅱ ２    

   一般経済史特論Ⅰ ２ 一般経済史特論Ⅰ ２    

   一般経済史特論Ⅱ ２ 一般経済史特論Ⅱ ２    

   国際金融論特論Ⅰ ２ 国際金融論特論Ⅰ ２    

   国際金融論特論Ⅱ ２ 国際金融論特論Ⅱ ２    

  環境経済学特論Ⅰ ２ 環境経済学特論Ⅰ ２   

  環境経済学特論Ⅱ ２ 環境経済学特論Ⅱ ２   

   ゲーム理論特殊研究 ２または４ ゲーム理論特殊研究 ２または４    

   ゲーム理論演習 ２または４ ゲーム理論演習 ２または４    

   計量経済学特殊研究 ２または４ 計量経済学特殊研究 ２または４    

   計量経済学演習 ２または４ 計量経済学演習 ２または４    

   国際貿易論特殊研究 ２または４ 国際貿易論特殊研究 ２または４    
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 経

済

学

専

攻 

国際貿易論演習 ２または４ 国際貿易論演習 ２または４    

 日本経済史特殊研究 ２または４ 日本経済史特殊研究 ２または４    

 日本経済史演習 ２または４ 日本経済史演習 ２または４    

 西洋経済史特殊研究 ２または４ 西洋経済史特殊研究 ２または４    

 西洋経済史演習 ２または４ 西洋経済史演習 ２または４    

 経済政策特殊研究 ２または４ 経済政策特殊研究 ２または４    

   経済政策演習 ２または４ 経済政策演習 ２または４    

   産業組織論特殊研究 ２または４ 産業組織論特殊研究 ２または４    

   産業組織論演習 ２または４ 産業組織論演習 ２または４    

   日本経済論特殊研究 ２または４ 日本経済論特殊研究 ２または４    

   日本経済論演習 ２または４ 日本経済論演習 ２または４    

   数量経済分析特殊研究 ２または４ 数量経済分析特殊研究 ２または４    

   数量経済分析演習 ２または４ 数量経済分析演習 ２または４    

   数理計画論特殊研究 ２または４ 数理計画論特殊研究 ２または４    

   数理計画論演習 ２または４ 数理計画論演習 ２または４    

   財政学特殊研究 ２または４ 財政学特殊研究 ２または４    

   財政学演習 ２または４ 財政学演習 ２または４    

   金融論特殊研究 ２または４ 金融論特殊研究 ２または４    

   金融論演習 ２または４ 金融論演習 ２または４    

   国際金融論特殊研究 ２または４ 国際金融論特殊研究 ２または４    

   国際金融論演習 ２または４ 国際金融論演習 ２または４    

   統計学特殊研究 ２または４ 統計学特殊研究 ２または４    

   統計学演習 ２または４ 統計学演習 ２または４    

   環境経済学特殊研究 ２または４ 環境経済学特殊研究 ２または４   

   環境経済学演習 ２または４ 環境経済学演習 ２または４   

   労働経済学特殊研究 ２または４ 労働経済学特殊研究 ２または４    

   労働経済学演習 ２または４ 労働経済学演習 ２または４    

   社会保障論特殊研究 ２または４ 社会保障論特殊研究 ２または４    

   社会保障論演習 ２または４ 社会保障論演習 ２または４    

   公共経済学特殊研究 ２または４ 公共経済学特殊研究 ２または４    

   公共経済学演習 ２または４ 公共経済学演習 ２または４    

   ミクロ経済学特殊研究 ２または４ ミクロ経済学特殊研究 ２または４    

   ミクロ経済学演習 ２または４ ミクロ経済学演習 ２または４    

   景気循環論特殊研究 ２または４ 景気循環論特殊研究 ２または４    

   景気循環論演習 ２または４ 景気循環論演習 ２または４    

   経済成長論特殊研究 ２または４ 経済成長論特殊研究 ２または４    

   経済成長論演習 ２または４ 経済成長論演習 ２または４    

   理論経済学特殊研究 ２または４ 理論経済学特殊研究 ２または４    

   理論経済学演習 ２または４ 理論経済学演習 ２または４    

   応用経済学特殊研究 ２または４ 応用経済学特殊研究 ２または４    

   応用経済学演習 ２または４ 応用経済学演習 ２または４    

   時系列分析特殊研究 ２または４ 時系列分析特殊研究 ２または４    

   時系列分析演習 ２または４ 時系列分析演習 ２または４    

   経済学研究科特殊研究

Ⅰ 

２または４        

   経済学研究科特殊研究

Ⅱ 

２または４        

   経済学研究科特殊研究

Ⅲ 

２または４        

   経済学研究科特殊研究 ２または４        
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Ⅳ 

四 経営学研究科 

  

 専

攻 

博士前期課程 博士後期課程 
備考 

 

 授業科目 単位 授業科目 単位  

   経営学文献講読Ⅰ ２または４ 経営学文献講読Ⅰ ２または４    

   経営学文献講読Ⅱ ２または４ 経営学文献講読Ⅱ ２または４    

   経営学文献講読Ⅲ ２または４ 経営学文献講読Ⅲ ２または４    

   経営学文献講読Ⅳ ２または４ 経営学文献講読Ⅳ ２または４    

   ケース分析演習Ⅰ ２または４ ケース分析演習Ⅰ ２または４    

   ケース分析演習Ⅱ ２または４ ケース分析演習Ⅱ ２または４    

   ケース分析演習Ⅲ ２または４ ケース分析演習Ⅲ ２または４    

   ケース分析演習Ⅳ ２または４ ケース分析演習Ⅳ ２または４    

   データ解析演習Ⅰ ２または４ データ解析演習Ⅰ ２または４    

   データ解析演習Ⅱ ２または４ データ解析演習Ⅱ ２または４    

   データ解析演習Ⅲ ２または４ データ解析演習Ⅲ ２または４    

   データ解析演習Ⅳ ２または４ データ解析演習Ⅳ ２または４    

   経営科学特殊研究Ⅰ ２または４ 経営科学特殊研究Ⅰ ２または４    

   経営科学演習Ⅰ ２または４ 経営科学演習Ⅰ ２または４    

   経営科学特殊研究Ⅱ ２または４ 経営科学特殊研究Ⅱ ２または４    

   経営科学演習Ⅱ ２または４ 経営科学演習Ⅱ ２または４    

   経営科学特殊研究Ⅲ ２または４ 経営科学特殊研究Ⅲ ２または４    

   経営科学演習Ⅲ ２または４ 経営科学演習Ⅲ ２または４    

   経営科学特殊研究Ⅳ ２または４ 経営科学特殊研究Ⅳ ２または４    

   経営科学演習Ⅳ ２または４ 経営科学演習Ⅳ ２または４    

   経営情報特殊研究Ⅰ ２または４ 経営情報特殊研究Ⅰ ２または４    

   経営情報演習Ⅰ ２または４ 経営情報演習Ⅰ ２または４    

   経営情報特殊研究Ⅱ ２または４ 経営情報特殊研究Ⅱ ２または４    

   経営情報演習Ⅱ ２または４ 経営情報演習Ⅱ ２または４    

   経営統計特殊研究Ⅰ ２または４ 経営統計特殊研究Ⅰ ２または４    

 経

営

学

専

攻 

経営統計特殊研究Ⅱ ２または４ 経営統計特殊研究Ⅱ ２または４    

 マーケティングサイエ

ンス特殊研究Ⅰ 

２または４ マーケティングサイエ

ンス特殊研究Ⅰ 

２または４    

 マーケティングサイエ

ンス特殊研究Ⅱ 

２または４ マーケティングサイエ

ンス特殊研究Ⅱ 

２または４    

 マーケティングサイエ

ンス演習 

２または４ マーケティングサイエ

ンス演習 

２または４    

 マーケティング・リサー

チ特殊研究 

２または４ マーケティング・リサー

チ特殊研究 

２または４    

   経営学特殊研究Ⅰ ２または４ 経営学特殊研究Ⅰ ２または４    

   経営学特殊研究Ⅱ ２または４ 経営学特殊研究Ⅱ ２または４    

   経営学特殊研究Ⅲ ２または４ 経営学特殊研究Ⅲ ２または４    

   経営学特殊研究Ⅳ ２または４ 経営学特殊研究Ⅳ ２または４    

   経営学演習Ⅰ ２または４ 経営学演習Ⅰ ２または４    

   経営学演習Ⅱ ２または４ 経営学演習Ⅱ ２または４    

   戦略行動特殊研究Ⅰ ２または４ 戦略行動特殊研究Ⅰ ２または４    

   戦略行動特殊研究Ⅱ ２または４ 戦略行動特殊研究Ⅱ ２または４    

   戦略行動演習 ２または４ 戦略行動演習 ２または４    

   イノベーション特殊研 ２または４ イノベーション特殊研 ２または４    
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究Ⅰ 究Ⅰ 

   イノベーション特殊研

究Ⅱ 

２または４ イノベーション特殊研

究Ⅱ 

２または４    

   イノベーション演習 ２または４ イノベーション演習 ２または４    

   経営組織論特殊研究 ２または４ 経営組織論特殊研究 ２または４    

   経営組織論演習 ２または４ 経営組織論演習 ２または４    

   組織行動論特殊研究 ２または４ 組織行動論特殊研究 ２または４    

   組織行動論演習 ２または４ 組織行動論演習 ２または４    

   企業論特殊研究Ⅰ ２または４ 企業論特殊研究Ⅰ ２または４    

   企業論演習Ⅰ ２または４ 企業論演習Ⅰ ２または４    

   企業論特殊研究Ⅱ ２または４ 企業論特殊研究Ⅱ ２または４    

   企業論演習Ⅱ ２または４ 企業論演習Ⅱ ２または４    

   経営戦略特殊研究Ⅰ ２または４ 経営戦略特殊研究Ⅰ ２または４    

   経営戦略特殊研究Ⅱ ２または４ 経営戦略特殊研究Ⅱ ２または４    

   経営戦略演習 ２または４ 経営戦略演習 ２または４    

   産業発展論特殊研究Ⅰ ２または４ 産業発展論特殊研究Ⅰ ２または４    

   産業発展論特殊研究Ⅱ ２または４ 産業発展論特殊研究Ⅱ ２または４    

   産業発展論演習 ２または４ 産業発展論演習 ２または４    

   国際経営特殊研究Ⅰ ２または４ 国際経営特殊研究Ⅰ ２または４    

   国際経営特殊研究Ⅱ ２または４ 国際経営特殊研究Ⅱ ２または４    

   交通経営論特殊研究 ２または４ 交通経営論特殊研究 ２または４    

   交通経営論演習 ２または４ 交通経営論演習 ２または４    

   経営労務論特殊研究 ２または４ 経営労務論特殊研究 ２または４    

   経営労務論演習 ２または４ 経営労務論演習 ２または４    

   経営財務論特殊研究Ⅰ ２または４ 経営財務論特殊研究Ⅰ ２または４    

   経営財務論特殊研究Ⅱ ２または４ 経営財務論特殊研究Ⅱ ２または４    

   経営財務論演習 ２または４ 経営財務論演習 ２または４    

   マーケティング特殊研

究Ⅰ 

２または４ マーケティング特殊研

究Ⅰ 

２または４    

   マーケティング特殊研

究Ⅱ 

２または４ マーケティング特殊研

究Ⅱ 

２または４    

   マーケティング特殊研

究Ⅲ 

２または４ マーケティング特殊研

究Ⅲ 

２または４    

   マーケティング演習 ２または４ マーケティング演習 ２または４    

   消費者行動特殊研究Ⅰ ２または４ 消費者行動特殊研究Ⅰ ２または４    

   消費者行動特殊研究Ⅱ ２または４ 消費者行動特殊研究Ⅱ ２または４    

   消費者行動演習 ２または４ 消費者行動演習 ２または４    

   会計学特殊研究 ２または４ 会計学特殊研究 ２または４    

   会計学演習 ２または４ 会計学演習 ２または４    

   原価会計特殊研究 ２または４ 原価会計特殊研究 ２または４    

   原価会計演習 ２または４ 原価会計演習 ２または４    

   会計監査論特殊研究Ⅰ ２または４ 会計監査論特殊研究Ⅰ ２または４    

   会計監査論特殊研究Ⅱ ２または４ 会計監査論特殊研究Ⅱ ２または４    

   会計監査論演習 ２または４ 会計監査論演習 ２または４    

   管理会計特殊研究Ⅰ ２または４ 管理会計特殊研究Ⅰ ２または４    

   管理会計特殊研究Ⅱ ２または４ 管理会計特殊研究Ⅱ ２または４    

   管理会計演習 ２または４ 管理会計演習 ２または４    

   日本経営史特殊研究Ⅰ ２または４ 日本経営史特殊研究Ⅰ ２または４    

   日本経営史特殊研究Ⅱ ２または４ 日本経営史特殊研究Ⅱ ２または４    

   日本経営史演習 ２または４ 日本経営史演習 ２または４    
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   経営史特殊研究 ２または４ 経営史特殊研究 ２または４    

   経営史演習 ２または４ 経営史演習 ２または４    

   経営学研究科特殊研究

Ⅰ 

２または４        

   経営学研究科特殊研究

Ⅱ 

２または４        

   経営学研究科特殊研究

Ⅲ 

２または４        

   経営学研究科特殊研究

Ⅳ 

２または４        

  研究指導Ⅰ ２     

  研究指導Ⅱ ２     

五 人文科学研究科 

  

 専

攻 

博士前期課程 博士後期課程 
備考 

 

 授業科目 単位 授業科目 単位  

 

哲

学

専

攻 

哲学特殊研究 ２または４ 哲学特殊研究 ２または４    

 哲学史特殊研究 ２または４ 哲学史特殊研究 ２または４    

 思想史特殊研究 ２または４ 思想史特殊研究 ２または４    

 哲学演習 ２または４ 哲学演習 ２または４    

 思想史演習 ２または４ 思想史演習 ２または４    

 修士論文指導 ２ 博士論文指導 ２   

 

美

術

史

学

専

攻 

日本東洋美術史特殊研

究 

２または４ 日本東洋美術史特殊研

究 

２または４    

 西洋美術史特殊研究 ２または４ 西洋美術史特殊研究 ２または４    

 美術館学特殊研究 ２または４ 美術館学特殊研究 ２または４    

 日本東洋美術史演習 ２または４ 日本東洋美術史演習 ２または４    

 西洋美術史演習 ２または４ 西洋美術史演習 ２または４    

 芸術学演習 ２または４ 芸術学演習 ２または４    

 修士論文指導 ２ 博士論文指導 ２   

 

史

学

専

攻 

日本史特殊研究 ２または４ 日本史特殊研究 ２または４    

 東洋史特殊研究 ２または４ 東洋史特殊研究 ２または４    

 西洋史特殊研究 ２または４ 西洋史特殊研究 ２または４    

 古文書学文献学研究 ２または４ 古文書学文献学研究 ２または４    

 史学理論史学史研究 ２または４ 史学理論史学史研究 ２または４    

 日本史演習 ２または４ 日本史演習 ２または４    

 東洋史演習 ２または４ 東洋史演習 ２または４    

 西洋史演習 ２または４ 西洋史演習 ２または４    

 修士論文指導 ２ 博士論文指導 ２   

 日

本

語

日

本

文

学

専

攻 

日本語学特殊研究 ２または４ 日本語学特殊研究 ２または４    

 日本語史特殊研究 ２または４ 日本語史特殊研究 ２または４    

 日本文学特殊研究 ２または４ 日本文学特殊研究 ２または４    

 日本文学史特殊研究 ２または４ 日本文学史特殊研究 ２または４    

 中国文学特殊研究 ２または４ 中国文学特殊研究 ２または４    

 日本語学演習 ２または４ 日本語学演習 ２または４    

 日本文学演習 ２または４ 日本文学演習 ２または４    

 修士論文指導 ２ 博士論文指導 ２   

 英 英米語学特殊研究 ２または４ 英米語学特殊研究 ２または４    
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 語

英

米

文

学

専

攻 

英詩特殊研究 ２または４ 英詩特殊研究 ２または４    

 英米小説特殊研究 ２または４ 英米小説特殊研究 ２または４    

 英米文学研究法特殊研

究 

２または４ 英米文学研究法特殊研

究 

２または４    

 英米演劇特殊研究 ２または４ 英米演劇特殊研究 ２または４    

 英米評論特殊研究 ２または４ 英米評論特殊研究 ２または４    

 作家作品特殊研究 ２または４ 作家作品特殊研究 ２または４    

 英米語学演習 ２または４ 英米語学演習 ２または４    

 英米文学演習 ２または４ 英米文学演習 ２または４    

 英詩演習 ２または４ 英詩演習 ２または４    

   博士論文指導 ２   

 ド

イ

ツ

語

ド

イ

ツ

文

学

専

攻 

ドイツ語学特殊研究 ２または４ ドイツ語学特殊研究 ２または４    

 ドイツ語史特殊研究 ２または４ ドイツ語史特殊研究 ２または４    

 ドイツ文学史特殊研究 ２または４ ドイツ文学史特殊研究 ２または４    

 ドイツ文学特殊研究 ２または４ ドイツ文学特殊研究 ２または４    

 ドイツ演劇特殊研究 ２または４ ドイツ演劇特殊研究 ２または４    

 ドイツ語学演習 ２または４ ドイツ語学演習 ２または４    

 ドイツ文学演習 ２または４ ドイツ文学演習 ２または４    

 ドイツ演劇演習 ２または４ ドイツ演劇演習 ２または４    

 修士論文指導 ２ 博士論文指導 ２   

 フ

ラ

ン

ス

文

学

専

攻 

フランス語学特殊研究 ２または４ フランス語学特殊研究 ２または４    

 フランス文学史特殊研

究 

２または４ フランス文学史特殊研

究 

２または４    

 フランス文学特殊研究 ２または４ フランス文学特殊研究 ２または４    

 フランス語学演習 ２または４ フランス語学演習 ２または４    

 フランス文学演習 ２または４ フランス文学演習 ２または４    

 フランス演劇演習 ２または４ フランス演劇演習 ２または４    

 修士論文指導 ２ 博士論文指導 ２   

 

心

理

学

専

攻 

心理学特殊研究１ ２または４ 心理学特別研究１ ２または４    

 心理学特殊研究２ ２または４ 心理学特別研究２ ２または４    

 心理学特殊研究３ ２または４ 心理学特別研究３ ２または４    

 心理学特殊研究４ ２または４ 心理学特別研究４ ２または４    

 心理学特殊研究５ ２または４ 心理学特別研究５ ２または４    

 心理学特殊研究６ ２または４ 心理学特別研究６ ２または４    

 心理学特殊研究７ ２または４ 心理学特別研究７ ２または４    

 心理学特殊研究８ ２または４ 心理学特別研究８ ２または４    

 心理学演習１ ２または４ 心理学演習１ ２または４    

 心理学演習２ ２または４ 心理学演習２ ２または４    

 心理学演習３ ２または４ 心理学演習３ ２または４    

 心理学演習４ ２または４ 心理学演習４ ２または４    

   博士論文指導 ２   

   臨床心理学特論 ４ 臨床心理学演習１ ２または４    

   臨床心理面接特論 ４ 臨床心理学演習２ ２または４    

   臨床心理査定演習Ⅰ（心

理的アセスメントに関す

る理論と実践） 

２ 臨床心理学演習３ ２または４    

  臨床心理査定演習Ⅱ ２ 臨床心理学演習４ ２または４   
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   臨床心理基礎実習 ２ 臨床心理学演習５ ４    

   心理実践実習Ⅰ １ 臨床心理学特別研究１ ２または４    

 
 

臨床心理実習Ⅰ（心理実

践実習Ⅱ） 

１ 臨床心理学特別研究２ ２または４   

  臨床心理実習Ⅱ １ 臨床心理学特別研究３ ２または４   

   投映法特論 ２または４ 臨床心理学特別研究４ ２または４    

 

臨

床

心

理

学

専

攻 

心の健康教育特論（心の

健康教育に関する理論と

実践） 

２または４      

 心理療法技法論（心理支

援に関する理論と実践） 

２      

 心理療法特論Ⅰ ２      

 心理療法特論Ⅱ ２        

 学校臨床心理学特論（教

育分野に関する理論と支

援の展開） 

２または４        

 福祉心理支援特論（福祉

分野に関する理論と支援

の展開） 

２または４        

 事例研究法特論 ２        

 臨床心理関連行政論 ２        

 障害者（児）心理学特論

（福祉分野に関する理論

と支援の展開） 

２または４        

 精神医学特論Ⅰ（保健医

療分野に関する理論と支

援の展開） 

２        

 精神医学特論Ⅱ ２        

 家族心理学特論（家族関

係・集団・地域社会にお

ける心理支援に関する理

論と実践） 

２        

 老年心理学特論（福祉分

野に関する理論と支援の

展開） 

２        

 犯罪心理学特論（司法・

犯罪分野に関する理論と

支援の展開） 

２     

 産業・労働心理支援特論

（産業・労働分野に関す

る理論と支援の展開） 

２     

 認知心理学特論１ ２または４        

 認知心理学特論２ ２または４        

 社会心理学特論１ ２または４        

 社会心理学特論２ ２または４        

 教育心理学特論１ ２または４        

 教育心理学特論２ ２または４        

 発達心理学特論１ ２または４        

 発達心理学特論２ ２または４        

 心理学研究法特論１ ２または４        

  心理学研究法特論２ ２または４        
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  学校教育事例研究Ⅰ ２ 学校教育事例研究Ⅱ ２   

 

教

育

学

専

攻 

教育史概説 ２または４ 教育史事例研究Ⅱ ２または４   

 教育史事例研究Ⅰ ２または４ 教育史特殊研究Ⅱ ２または４   

 教育史特殊研究Ⅰ ２または４ 教師教育事例研究Ⅱ ２または４   

 教師教育概説 ２または４ 教師教育特殊研究Ⅱ ２または４   

 教師教育事例研究Ⅰ ２または４ 教育行政事例研究Ⅱ ２または４   

 教師教育特殊研究Ⅰ ２または４ 教育行政特殊研究Ⅱ ２または４   

 教育行政概説 ２または４ 授業研究事例研究Ⅱ ２または４   

 教育行政事例研究Ⅰ ２または４ 授業研究特殊研究Ⅱ ２または４   

 教育行政特殊研究Ⅰ ２または４ 音楽教育事例研究Ⅱ ２または４   

 授業研究概説 ２または４ 音楽教育特殊研究Ⅱ ２または４   

 授業研究事例研究Ⅰ ２または４ 国語教育事例研究Ⅱ ２または４   

 授業研究特殊研究Ⅰ ２または４ 国語教育特殊研究Ⅱ ２または４   

 音楽教育概説 ２または４ 算数教育事例研究Ⅱ ２または４   

 音楽教育事例研究Ⅰ ２または４ 数学教育特殊研究Ⅱ ２または４   

 音楽教育特殊研究Ⅰ ２または４ 美術教育事例研究Ⅱ ２または４   

 国語教育概説 ２または４ 美術教育特殊研究Ⅱ ２または４   

 国語教育事例研究Ⅰ ２または４ 英語教育事例研究Ⅱ ２または４   

 国語教育特殊研究Ⅰ ２または４ 英語教育特殊研究Ⅱ ２または４   

 算数教育概説 ２または４ 社会科教育事例研究Ⅱ ２または４   

 算数教育事例研究Ⅰ ２または４ 社会科教育特殊研究Ⅱ ２または４   

 数学教育特殊研究Ⅰ ２または４ 特別活動事例研究Ⅱ ２または４   

 美術教育概説 ２または４ 特別活動特殊研究Ⅱ ２または４   

 美術教育事例研究Ⅰ ２または４ 体育教育事例研究Ⅱ ２または４   

 美術教育特殊研究Ⅰ ２または４ 体育教育特殊研究Ⅱ ２または４   

 英語教育概説 ２または４ 理科と環境事例研究Ⅱ ２または４   

 英語教育事例研究Ⅰ ２または４ 理科と環境特殊研究Ⅱ ２または４   

 英語教育特殊研究Ⅰ ２または４ 総合学習事例研究Ⅱ ２または４   

 社会科教育概説 ２または４ 総合学習特殊研究Ⅱ ２または４   

 社会科教育事例研究Ⅰ ２または４ 教育学特別演習Ⅱ ２または４   

 社会科教育特殊研究Ⅰ ２または４ 博士論文指導 ２   

 特別活動概説 ２または４     

 特別活動事例研究Ⅰ ２または４     

 特別活動特殊研究Ⅰ ２または４     

 体育教育概説 ２または４     

 体育教育事例研究Ⅰ ２または４     

 体育教育特殊研究Ⅰ ２または４     

 理科と環境概説 ２または４     

 理科と環境事例研究Ⅰ ２または４     

 理科と環境特殊研究Ⅰ ２または４     

 総合学習概説 ２または４     

 総合学習事例研究Ⅰ ２または４     

 総合学習特殊研究Ⅰ ２または４     

 教育学特別演習Ⅰ ２または４     

 修士論文指導 ２     

 ア

ー

カ

イ

アーカイブズ学理論研

究Ⅰ 

２または４ アーカイブズ学理論研

究Ⅰ 

２または４    

 アーカイブズ学理論研

究Ⅱ 

２または４ アーカイブズ学理論研

究Ⅱ 

２または４    
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 ブ

ズ

学

専

攻 

アーカイブズ学理論研

究Ⅲ 

２または４ アーカイブズ学理論研

究Ⅲ 

２または４    

 記録史料学研究Ⅰ ２または４ 記録史料学研究Ⅰ ２または４    

 記録史料学研究Ⅱ ２または４ 記録史料学研究Ⅱ ２または４    

 記録史料学研究Ⅲ ２または４ 記録史料学研究Ⅲ ２または４    

 アーカイブズ・マネジメ

ント論研究Ⅰ 

２または４ アーカイブズ・マネジメ

ント論研究Ⅰ 

２または４    

 アーカイブズ・マネジメ

ント論研究Ⅱ 

２または４ アーカイブズ・マネジメ

ント論研究Ⅱ 

２または４    

 アーカイブズ・マネジメ

ント論研究Ⅲ 

２または４ アーカイブズ・マネジメ

ント論研究Ⅲ 

２または４    

 情報資源論Ⅰ ２または４ 情報資源論Ⅰ ２または４    

 情報資源論Ⅱ ２または４ 情報資源論Ⅱ ２または４    

 アーカイブズ学演習 ４ アーカイブズ学演習 ４    

 アーカイブズ・マネジメ

ント論演習Ⅰ 

４ アーカイブズ・マネジメ

ント論演習Ⅰ 

４    

 アーカイブズ・マネジメ

ント論演習Ⅱ 

４ アーカイブズ・マネジメ

ント論演習Ⅱ 

４    

 アーカイブズ実習 ４ アーカイブズ実習 ４    

   博士論文指導 ２   

 

身

体

表

象

文

化

学

専

攻 

舞台芸術批評研究 ２または４ 舞台芸術批評研究 ２または４    

 映像芸術批評研究 ２または４ 映像芸術批評研究 ２または４    

 マンガ・アニメーション

芸術批評研究 

２または４ マンガ・アニメーション

芸術批評研究 

２または４    

 舞台芸術文化論演習 ２または４ 舞台芸術文化論演習 ２または４    

 映像芸術文化論演習 ２または４ 映像芸術文化論演習 ２または４    

 マンガ・アニメーション

芸術文化論演習 

２または４ マンガ・アニメーション

芸術文化論演習 

２または４    

 身体表象文化論演習 ２または４ 身体表象文化論演習 ２または４    

 身体表象文化史演習 ２または４ 身体表象文化史演習 ２または４    

 表象文化制度論演習 ２または４ 表象文化制度論演習 ２または４    

 修士論文指導 ２ 博士論文指導 ２   

 

本

研

究

科

所

属

の

共

通

科

目 

言語学特殊研究 ２または４ 言語学特殊研究 ２または４    

 ギリシア・ラテン文学特

殊研究 

２または４ ギリシア・ラテン文学特

殊研究 

２または４    

 上級古典語 ２または４ 上級古典語 ２または４    

 漢語原書講読 ２または４ 漢語原書講読 ２または４    

 比較文学特殊研究 ２または４ 比較文学特殊研究 ２または４    

 アカデミック・ライティ

ング 

２または４ アカデミック・ライティ

ング 

２または４    

 国際文化学特殊研究 ２または４ 国際文化学特殊研究 ２または４    

 ※教育特殊研究Ⅰ ２または４        

 ※教育特殊研究Ⅱ ２または４        

 ※教育学演習Ⅰ ２または４        

 ※教育学演習Ⅱ ２または４        

（備考） 

※印は教職に関する科目である。 

六 自然科学研究科 
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 専

攻 

博士前期課程 博士後期課程 
講義その他 備考 

 

 授業科目 単位 授業科目 単位  

 

 

物

理

学

専

攻 

物性物理学Ⅰ ２ 物性物理学Ⅰ ２ 講義    

 同Ⅱ ２ 同Ⅱ ２ 〃    

 同Ⅲ ２ 同Ⅲ ２ 〃    

 同Ⅳ ２ 同Ⅳ ２ 〃    

 同Ⅴ ２ 同Ⅴ ２ 〃    

 同Ⅵ ２ 同Ⅵ ２ 〃    

 核物理学Ⅰ ２ 核物理学Ⅰ ２ 〃    

 同Ⅱ ２ 同Ⅱ ２ 〃    

 同Ⅲ ２ 同Ⅲ ２ 〃    

 同Ⅳ ２ 同Ⅳ ２ 〃    

 基礎物理学Ⅰ ２ 基礎物理学Ⅰ ２ 〃    

 同Ⅱ ２ 同Ⅱ ２ 〃    

 数理物理学Ⅰ ２ 数理物理学Ⅰ ２ 〃    

 同Ⅱ ２ 同Ⅱ ２ 〃    

 同Ⅲ ２ 同Ⅲ ２ 〃    

 同Ⅳ ２ 同Ⅳ ２ 〃    

 応用物理学Ⅰ ２ 応用物理学Ⅰ ２ 〃    

 同Ⅱ ２ 同Ⅱ ２ 〃    

 同Ⅲ ２ 同Ⅲ ２ 〃    

 同Ⅳ ２ 同Ⅳ ２ 〃    

 同Ⅴ ２ 同Ⅴ ２ 〃    

 化学物理学Ⅰ ２ 化学物理学Ⅰ ２ 〃    

 同Ⅱ ２ 同Ⅱ ２ 〃    

 同Ⅲ ２ 同Ⅲ ２ 〃    

 同Ⅳ ２ 同Ⅳ ２ 〃    

 物理学輪講Ⅰ ４ 物理学輪講Ⅱ ３ 演習 必修  

 物理学研究Ⅰ 10 物理学研究Ⅱ 15 演習、実験 必修  

(１) 博士前期課程においては、あらかじめ指導教授と相談の上、講義選択科目のうち８単位以内

に限り本研究科所属の他の専攻課程の授業科目をもって代用することができる。 

(２) 博士前期課程においては、第１年度に講義８単位以上を履修しなければならない。 

  

 専

攻 

博士前期課程 博士後期課程 
講義その他 備考 

 

 授業科目 単位 授業科目 単位  

 

 

 

 

 

 

化

学

専

攻 

無機化学特論Ⅰ ２ 無機化学特論Ⅰ ２ 講義    

 同Ⅱ ２ 同Ⅱ ２ 〃    

 同Ⅲ ２ 同Ⅲ ２ 〃    

 分析化学特論Ⅰ ２ 分析化学特論Ⅰ ２ 〃    

 同Ⅱ ２ 同Ⅱ ２ 〃    

 有機化学特論Ⅰ ２ 有機化学特論Ⅰ ２ 〃    

 同Ⅱ ２ 同Ⅱ ２ 〃    

 同Ⅲ ２ 同Ⅲ ２ 〃    

 同Ⅳ ２ 同Ⅳ ２ 〃    

 同Ⅴ ２ 同Ⅴ ２ 〃    

 物理化学特論Ⅰ ２ 物理化学特論Ⅰ ２ 〃    

 同Ⅱ ２ 同Ⅱ ２ 〃    

 同Ⅲ ２ 同Ⅲ ２ 〃    

 同Ⅳ ２ 同Ⅳ ２ 〃    
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 同Ⅴ ２ 同Ⅴ ２ 〃    

 化学物理学Ⅰ ２ 化学物理学Ⅰ ２ 〃    

 同Ⅱ ２ 同Ⅱ ２ 〃    

 同Ⅲ ２ 同Ⅲ ２ 〃    

 同Ⅳ ２ 同Ⅳ ２ 〃    

 実践化学英語 ２ 実践化学英語 ２ 〃    

 化学特別演習Ⅰ ４ 化学特別演習Ⅱ ６ 演習 必修  

 化学特別研究Ⅰ 12 化学特別研究Ⅱ 15 実験 必修  

(１) 博士前期課程においては、あらかじめ指導教授と相談の上、講義選択科目のうち８単位以内

に限り本研究科所属の他の専攻課程の授業科目をもって代用することができる。 

  

 専

攻 

博士前期課程 博士後期課程 
講義その他 備考 

 

 授業科目 単位 授業科目 単位  

 

数

学

専

攻 

代数学特論Ⅰ ２     講義    

 同Ⅱ ２ 代数学特論Ⅱ ２ 〃    

 同Ⅲ ２ 同Ⅲ ２ 〃    

     同Ⅳ ２ 〃    

 幾何学特論Ⅰ ２     〃    

 同Ⅱ ２ 幾何学特論Ⅱ ２ 〃    

 同Ⅲ ２ 同Ⅲ ２ 〃    

     同Ⅳ ２ 〃    

 解析学特論Ⅰ ２     〃    

 同Ⅱ ２ 解析学特論Ⅱ ２ 〃    

 同Ⅲ ２ 同Ⅲ ２ 〃    

     同Ⅳ ２ 〃    

 確率論及統計学特論Ⅰ ２ 確率論及統計学特論Ⅰ ２ 〃    

 同Ⅱ ２ 同Ⅱ ２ 〃    

 数理科学特論Ⅰ ２     〃    

 同Ⅱ ２ 数理科学特論Ⅱ ２ 〃    

 同Ⅲ ２ 同Ⅲ ２ 〃    

     同Ⅳ ２ 〃    

 数学特別講義Ⅰ ２ 数学特別講義Ⅰ ２ 〃    

 同Ⅱ ２ 同Ⅱ ２ 〃    

 数学研究Ⅰ 14 数学研究Ⅱ 16 演習 必修  

(１) 博士前期課程においては、あらかじめ指導教授と相談の上講義選択科目のうち４単位以内に

限り本研究科所属の他の各専攻課程の授業科目をもって代用することができる。 

  

 専

攻 

博士前期課程 博士後期課程 講義その

他 
備考 

 

 授業科目 単位 授業科目 単位  

 

生

命

科

学

専

攻 

分子細胞生物学特論Ⅰ ２     講義 選択  

 同Ⅱ ２     〃 〃  

 同Ⅲ ２     〃 〃  

 同Ⅳ ２     〃 〃  

 同Ⅴ ２     〃 〃  

 統合生命科学特論Ⅰ ２     〃 〃  

 同Ⅱ ２     〃 〃  

 同Ⅲ ２     〃 〃  

 同Ⅳ ２     〃 〃  

 同Ⅴ ２     〃 〃  
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 同Ⅵ ２     〃 〃  

 応用生物学特論Ⅰ ２     〃 〃  

 同Ⅱ ２     〃 〃  

 生命科学先端研究技術

演習Ⅰ 

２     演習 〃  

 同Ⅱ ２     〃 〃  

   グローバル生命科学 ２ 講義 必修  

 生命科学特別演習Ⅰ ４ 生命科学特別演習Ⅱ ６ 演習 必修  

 生命科学特別研究Ⅰ 12 生命科学特別研究Ⅱ 15 実験 必修  

(１) 演習のうちから１科目以上を選択履修する。 

(２) 博士前期課程においては、あらかじめ指導教授と相談の上、講義選択科目のうち８単位以内

に限り本研究科所属の他の専攻課程の授業科目をもって代用することができる。 

別表２ 

  

 区分 金額（円）  

 入学検定料 35,000  

 入学金 150,000  

別表３―１（博士前期課程） 

  

 

区分 

年額 分納額及び分納期  

   第１期 第２期  

 （円） ４月30日まで ９月30日まで  

 

授

業

料 

法律学研究科 
 

508,000 

 

 

254,000 

 

 

254,000 

 

 

 政治学研究科  

 経済学研究科  

 経営学研究科  

 人文科学研究科 510,000 255,000 255,000  

 自然科学研究科 688,000 344,000 344,000  

 
施

設

設

備

費 

法律学研究科 
  

198,000 

  

  

198,000 

  

  

― 

  

 

 政治学研究科  

 経済学研究科  

 経営学研究科  

 人文科学研究科 190,000 190,000 ―  

 自然科学研究科 196,000 196,000 ―  

 研

究

実

験

費 

人文科学研究科 

30,000 30,000 ― 

 

 （心理学専攻・臨床心理学専攻・教

育学専攻） 

 

 自然科学研

究科 

「実験」を選択するも

の 
70,000 70,000 ― 

 

ただし、入学年度の第１期分授業料、施設設備費及び研究実験費は、入学手続時に納付するもの

とする。 

別表３―２（博士後期課程） 

  

 

区分 

年額 分納額及び分納期  

   第１期 第２期  

 （円） ４月30日まで ９月30日まで  

   法学研究科        

 授 政治学研究科 480,000 240,000 240,000  
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 業

料 

経済学研究科  

 経営学研究科        

   人文科学研究科 480,000 240,000 240,000  

   自然科学研究科 650,000 325,000 325,000  

 
施

設

設

備

費 

法学研究科        

 政治学研究科 
186,000 186,000 ― 

 

 経済学研究科  

 経営学研究科        

 人文科学研究科 180,000 180,000 ―  

 自然科学研究科 184,000 184,000 ―  

 研

究

実

験

費 

人文科学研究科（心理学専攻・臨床

心理学専攻・教育学専攻） 
30,000 30,000 ― 

 

 
自然科学研

究科 

「実験」を選択するも

の 
70,000 70,000 ― 

 

ただし、入学年度の第１期分授業料、施設設備費及び研究実験費は、入学手続時に納付するもの

とする。 

別表４（委託生、研究生） 

  

 区分 年額（円） 摘要  

   法学研究科      

   政治学研究科   
期間が半年の場合は

160,000円 

 

   経済学研究科 320,000  

 授業料 経営学研究科    

   人文科学研究科      

   
自然科学研究科 420,000 

期間が半年の場合は

210,000円 

 

   人文科学研究科      

 ＊ 

研究実験費 

（心理学専攻・臨床心理学

専攻・教育学専攻） 

  期間が半年の場合は半額  

 自然科学研究科      

   （「実験」を選択するもの）      

＊必要に応じて徴収することがある。 

別表５（科目等履修生、交流学生） 

  

 区分 金額（円） 摘要  

 選考料 20,000      

 
登録料 10,000 

２年間以上継続して履修する場合は初年度

のみ 

 

 履修料 １科目につき 50,000 半期終了科目は 25,000円  

 


